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序     文 

 

マレーシア国は、国家レベルで IT 振興を進めており、高度情報化社会の一大拠点を構築するこ

とで 2020 年までに先進国入りすることを目指しています。将来の需要予測では 2005 年には約 3

万人の IT 関連エンジニアが不足すると報告され、また、首都クアラ・ルンプールから離れた島嶼

部のサバ州、サラワク州の人々に高等教育を受ける機会を与え、地域間格差を是正する必要性も

高まっています。 

 このような背景のもと、マレーシア国政府は、マルチメディア大学を設立し、人材育成を進め

るとともに、同大学を中心にマレーシア国内の地方５箇所をリモートサイトとする教育体制の確

立を目的に、遠隔教育システム構築の支援をわが国に対して要請しました。 

マレーシア国政府の要請を受け、JICA は 2000 年 3 月から事前調査団を派遣し、マルチメディ

ア大学から地方 5 箇所のリモートサイト向けに衛星通信を使用して授業を発信する遠隔教育プロ

ジェクトを立ち上げるための調査を実施しました。2001 年 7 月 1日から 4年間の予定で「マレー

シア国マルチメディアネットワーク教育プロジェクト」として協力してきました。プロジェクト

では立ち上げ当初からさまざまな試みがなされ、関係者が一丸となって取り組んだ結果、ディプ

ロマコースが 2004 年に開講し、2005 年 5 月に卒業生を輩出することができました。プロジェク

トは 2005 年 6 月 30 日に終了を控えており、本調査で終了時評価を実施することにしました。 

今回、終了時評価調査におけるマレーシア国側との合同評価の結果、プロジェクトは成功裡に

終了することになりましたが、教訓や提言の内容が類似の協力案件や実施方法の改善などに反映

されるなど、今後の協力に有効に活用されることを期待しています。 

 ここに本プロジェクト終了に際し、ご協力頂きました日本･マレーシア両国の関係者の皆様に対

して謝意を表するとともに、今後のご支援を併せてお願いする次第です。 

 

2005 年 6 月 

独立行政法人国際協力機構 

理事 松岡 和久 
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略 語 表 

PDM Project Design Matrix 

MSC Multimedia Super Corridor 

MMU Multimedia University, Malaysia 

PSDC Penang Skills Development Center 

ILP  Industrial of Training Institute Kuantan  

UNIMAS  University Malaysia Sarawak  

TTC Telekom Training Collage Sabah 

MPEG Moving Picture Coding Experts Group／Moving Picture Experts 

Group（デジタル動画圧縮技術） 

BIT Bachelor of IT 

DIT Diploma in IT 

MEM Master of Engineering in Microelectronics 

MET Master of Engineering in Telecommunications 

DTE Diploma in Telecommunications 

MCU Multi Conference Unit（多地点会議装置） 

PO Plan of Operation 

JCC Joint Coordination Committee 

IP-VAN Internet Protocol-Virtual Private Network 

ADSL Asymmetric Digital Subscriber Line 

MEWC Ministry of Energy, Water and Communications 
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 評価調査結果要約表 

 

１. 案件の概要 

国名：マレーシア国 案件名：マルチメディアネットワーク教育プロジ

ェクト 

分野：電気通信 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： 

社会開発部第二グループ情報通信チーム 

 

協力金額（評価時点）：約９億１千万円 

先方関係機関： 

エネルギー水通信省、マルチメディア大学 

日本側協力機関：総務省 

 

 

協力期間 

(R/D): 2001年７月１日～2005年 6

月 30 日 

(延長): 

(F/U) : 

(E/N)（無償）  
他の関連協力：NTT 東日本、松下電器 

１-１ 協力の背景と概要 

 マレーシア国政府は、第 7次国家開発計画（1996～2000 年）以降、国家レベルで IT 振興を図

るべく、マルチメディア・スーパー・コリドー（MSC）計画を推進しており、高度情報化社会の

一大拠点を構築することで 2020 年までに先進国入りすることを目指している。この計画推進の

ために、マレーシア国政府は、IT 及びマルチメディア関連のエンジニアを育成する目的で、1999

年にマルチメディア大学（MMU）を設立した。 

 マレーシア国政府は MMU をハブサイトとし、地方の五つの教育機関をリモートサイトとした

マルチメディアネットワーク教育体制確立を目的として、我が国にプロジェクト方式技術協力

（当時）を要請してきた。 

 

１-２協力内容 

（１）上位目標 

 マルチメディアネットワーク教育システムがマレーシア国内外の工学・IT・マルチメディア

分野において他機関へ普及する。 

 

（２）プロジェクト目標 

 MMU 及びリモートサイトにおいてマルチメディアネットワーク教育体制が確立される。 

 

（３）成果 

 １） MMU 及び各リモートサイトにおいて遠隔授業を行うシステムが構築される。 

 ２） マルチメディア大学及び各リモートサイトが提供するカリキュラムに沿った遠隔授業が

行われる。 

 ３） 有効なマルチメディア教材が遠隔授業に活用される。 

 

（４）投入（評価時点） 

 日本側： 

  長期専門家派遣  8 名 機材供与 468,805,000 円 

  短期専門家派遣 24 名 ローカルコスト負担   16,564,000 円 

  研修員受入 15 名   

 相手国側： 

  カウンターパート配置 35 名   

  土地・施設提供         ローカルコスト負担 1,070,058 リンギット 
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 ２. 評価調査団の概要 

調 査 者 （担当分野：氏名  職位） 

団 長: 合田 ノゾム JICA 国際協力総合研修所国際協力専門員 

技術移転計画: 岩田 彰 名古屋工業大学大学院工学研究科教授 

技術協力計画: 青木 勇司 総務省総合通信基盤局国際部国際協力課アジア・大洋

州地域部長 

評 価 分 析: 原口 孝子 株式会社国際開発アソシエイツ パーマネント・エキ

スパート 

協 力 企 画: 安田 智幸 JICA 社会開発部第二グループ情報通信チーム 

 

調査期間  2005 年 5 月 15 日〜2005 年 5 月 28 日 評価種類：終了時評価 

 ３. 評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

 アウトプットはほぼ産出された。通信衛星を用いた双方向映像・同期型遠隔授業を提供する

マルチメディアネットワーク教育体制（NMES）は、ハブサイト（MMU サイバージャヤキャンパス）

及びリモートサイトに構築され、技術移転を経てカウンターパートが主体で運用保守を行って

いる。プロジェクト前半期の通信の不安定や機器・ソフトウェアの動作不良といった問題も機

器の調整や交換によって解決済みである。2005 年には新たに MPEG4 を導入したことで、画質・

音質の向上、衛星帯域の節約が図られた（アウトプット１）。 

 構築されたシステムを用い、マレーシア国政府が認定した正規の資格・学位（ディプロマ、

学士号、修士号）を授与する遠隔授業が実施されている。システム使用時間は、遠隔授業に延

べ 2,246 時間、会議・セミナー等に述べ 836 時間である。遠隔授業の履修者は合計 856 名、セ

ミナー等受講者は延べ 5,800 名以上である（アウトプット２）。 

 動画等を用いた遠隔授業向けマルチメディア教材ソフトウェアは作成されていないが、対面

授業で用いるものと同様の、テキストとスライドを中心とした講義資料が遠隔授業でも有効か

つ実現可能と判断され、遠隔授業担当講師により随時作成・更新されている。遠隔地での履修

者の成績は対面での履修者と遜色ないが、修士課程学生の遠隔授業への満足度は高くなく、画

質・音質向上やよりインタラクティブな討議が希望されている（アウトプット３）。 

 プロジェクト目標も達成されたと言える。2005 年 4 月には、NMES を使用した遠隔ディプロマ

コースの第 1 期生 16 名（うち遠隔地での履修者 13 名）がコースを修了した。 

 プロジェクトの実施プロセスは、機材設置プロセスに一部問題があり初期のシステム障害へ

の対応が困難だったことを除き、良好であった。 

 

３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

 妥当性は高い。プロジェクトの目標はマレーシアの開発政策（国家開発計画における高度な

ナレッジワーカーの育成及び地域間格差是正、MSC のための人材需要等）、日本の政策（MSC の

ための人材育成及び教育における情報通信技術活用にかかる政府間合意等）と合致している。

個別リモートサイトの遠隔授業、高等教育へのニーズも概ね高いが、一部サイトでは教員の新

規雇用によりプロジェクト当初の遠隔授業へのニーズが薄れた面もある。 

 

（２）有効性 

 有効性は高い。NMES の構築・運用実績（アウトプット）を積み重ねた結果、初代遠隔ディプ

ロマコース学生が対面授業学生と遜色ない成績でコースを修了したこと、同コースでは MMU か

らリモートサイトへの教員の出張は不要となっているから、「NMES 確立」というプロジェクト目

標は達成されたと判断できる。 

 



 iii

（３）効率性 

 効率性は一部問題あるものの概ね高い。実施された活動はいずれもアウトプット産出に十分

なものだったと判断される。投入も、全て活動実施に用いられた。しかし、専門家派遣のタイ

ミングには問題が指摘されている（初期に多発したシステム障害への技術者派遣による対応が

中盤以降となったこと、教材開発専門家が、システムが不安定で教材開発に注力できるに至ら

ない時期に派遣されたこと等）。もっとも、後半期には集中的な追加投入が行われ、最終的には

十分なアウトプット産出に至った。 

 

（４）インパクト 

 終了時評価時点では、新規機関の NMES への参加にかかる具体的計画はなく、上位目標は達成

されていない。本プロジェクトにより、NMES が遠隔授業の有効なツールであることは実証され

たが、マレーシア国の開発計画へのインパクト（人材育成への貢献）が発現するには、受益者

拡大（遠隔授業の受信システム設置）への追加投資が条件となる。一方、マレーシア国の遠隔

教育のほとんどが非同期（郵便、インターネット）である中、本プロジェクトが双方向映像・

同期型遠隔授業を実用化した初めてのケースとなったことで、同国の技術革新への影響はすで

に認められる。したがって、上位目標の達成のため、NMES への参加機関を増加させるように政

策面、予算面の基盤の確保が必要である。 

 

（５）自立発展性 

 現行の規模での効果継続見込みは高い。政策面では、マレーシア政府（MEWC）は、NMES の継

続を政策的に支援する他、機材の修理費用負担を表明している。NMES の拡張計画も策定済みで

ある。組織面では、MMU の高い組織能力が確認できる。NMES 運用のための現在の組織・人員配

置は協力終了後も継続する予定となっている。財政面でも、現行のシステムを運用保守してい

くための費用はマレーシア国側により継続的に支出される予定である（上記 NMES 拡張計画への

投資見込みは不明）。技術面では、2005 年の追加技術移転により、カウンターパートは通常のユ

ーザーのレベルを超えた高い保守技術を習得済みであり、機材の障害・故障への対応も迅速に

行われている。 

 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

 組織能力・事業実施能力の高い機関をカウンターパートとしたこと。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

 システム安定化と遠隔授業の改善のための継続的努力と、これらに対するマレーシア側の高

いオーナーシップ。 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

 システムの仕様が曖昧だったこと、業者が初期の試験運用に責任を持つ体制が構築されなか

ったこと、日本でも使用例の少ないアプリケーションが導入されたこと、システムのメンテナ

ンスにかかる具体的方策が十分検討されなかったこと等。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

 初期のシステム障害への早期の対応、システムのメンテナンスにかかる技術移転がプロジェ

クト側より要望されていたにもかかわらず、本部の対応が遅れたこと。技術移転を受けたカウ

ンターパートの離職。 
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３-５ 結論 

 本プロジェクトは成功裏に実施され、その目標を達成し、NMES が効果的な遠隔授業ツールで

あることが実証された。今後、NMES 運用の継続・拡大により、質の高い教育を遠隔地に提供し、

高度な技能を持った人材の育成に貢献することが期待できる。 

本プロジェクトは当初の予定通り 2005 年 6 月 30 日をもって終了することを合意した。 

 

３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 プロジェクトの効果を継続・発展させるために、マレーシア政府および MMU に対して以下の

事項が望まれる。 

 ① 新たに MPEG4 を組み込んでの NMES 実用は 2005 年 6 月の新学期に開始されるため、遠隔授

業の進捗と成果をモニタリングする。 

 ② 修士課程学生を中心とした、利用者の遠隔授業の満足度を向上させるための努力を継続・

強化する。 

 ③ NMES を用いた遠隔授業の受益者を増加させるための努力を継続・強化する。 

 ④ カウンターパートの離職によるシステム運用保守技術の流失を防ぐための措置を検討す

る。 

 ⑤ システム安定化に注力した結果取組みが開始されたばかりである、教材開発、教授法等の、

遠隔授業の手法をさらに向上させる。 

 ⑥ NMES への参加機関を増加させるための政策面、予算面の基盤を確保する。 

 

 

３-７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

本プロジェクトでは、供与機材システムの導入後かなり長期にわたり低い品質・信頼性に悩

まされたことや、当該システムに関する保守契約締結が実現できない等の困難が発生したが、

これらはプロジェクト形成上の弱点に起因しているものと考えられた。このため今後の類似案

件の教訓として、本プロジェクト形成段階で生じた問題を分析し、今後のプロジェクト形成に

おける改善点となり得るものを以下に抽出した。  

① 相手の本当のニーズを把握し、なぜ日本へ協力を求め、どのような協力を期待している

のかを十分把握する 

② 供与機材の検討を十分行い、仕様書作成、調達方法、保守契約など包括的な契約となる

ようにする。 

③ 機材の仕様書作成については、使用実績、安定性、信頼性を重視する。 

④ 機材の保守契約について相手国と必要な予算の計上について十分協議して合意を得る 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 

2001年7月に開始されたマレーシア国マルチメディアネットワーク教育システムプロジェ

クトが 2005 年 6 月末に終了するにあたり、2004 年 12 月及び 2005 年 1 月に現状の確認と終

了までの方策を調査するため効果分析調査団が派遣された。同調査団によりプロジェクトの

リモートサイト全 5局を含めて機材関連と教育関連について調査をおこない、終了時評価に

必要な情報を収集しプロジェクト終了についてマレーシア国側と協議を行った。 

効果分析調査でプロジェクトを 2005 年 6 月末に予定通り終了させることをマレーシア側

と合意したことから、終了時評価調査ではこれを再確認するとともに、PDM（Project Design 

Matrix）に沿い、プロジェクトの実績、実施プロセスを調査し、マレーシア国側と合同でプ

ロジェクト目標等の達成状況を確認し、さらには評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、イ

ンパクト、自立発展性）の観点からプロジェクトの実施結果を評価した。また、これまで実

施した協力活動の達成度を評価し、プロジェクトの今後の展望と成果の普及についてマレー

シア側と協議をおこない、合同評価報告書を取りまとめた。 

 

１－２ 調査団構成と調査期間 

 

調査団構成 

氏 名 担 当 所   属 

合田 ノゾム 団長 独立行政法人国際協力機構 国際協力総合研修所 

国際協力専門員（国内支援委員会前委員長） 

岩田 彰 技術移転計画 名古屋工業大学大学院 工学研究科 教授 

（国内支援委員会委員） 

青木 勇司 技術協力計画 総務省 総合通信基盤局 国際部  

国際協力課 アジア太平洋地域係長 

原口 孝子 評価分析 株式会社 国際開発アソシエイツ 

パーマネント・エキスパート 

安田 智幸 協力企画 独立行政法人国際協力機構 社会開発部 

第二グループ 情報通信チーム 
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調査日程 

 月日 曜 団長 技術協力

計画 

協 力

企画

技術移転計画 評価分析 

（コンサルタント） 

1 5/15 日 成田発 JL723 

クアラ・ルンプール着 

2 5/16 月 JICA 事務所表敬・打ち合わせ

マレーシア側評価チーム表

敬・報告書案説明 

3 5/17 火 実施機関調査 

専門家と協議 

4 5/18 水 実施機関調査 

JICA 事務所打ち合わせ 

5 5/19 木 実施機関調査 

資料整理 

6 5/20 金 実施機関調査 

マ側評価チームと打合せ 

JICA 事務所報告 

7 5/21 土 

    

資料作成・整理 

8 5/22 日 成田発 JL723 

クアラ・ルンプール着 

中部発MH057クア

ラ･ルンプール着 

合同評価報告書案作成 

9 5/23 月 調査団内協議 

10 5/24 火 JICA 事務所表敬及び打ち合わせ 

日本大使館表敬 

マルチメディア大学表敬 

マレーシア国側評価チーム表敬及び評価結果協議 

11 5/25 水 資料整理・報告書作成 

団内協議 

12 5/26 木 合同調整委員会（JCC）・評価結果報告 

議事録及び合同評価報告書署名交換 

13 5/27 金 団内協議 

JICA 事務所報告 

マルチメディア大学主催プロジェクト引渡し式 

クアラ・ルンプール発（JL724）（MH056：技術移転計画） 

14 5/28 土 成田着 中部着 成田着 
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１－３ 対象プロジェクトの概要 

 

マレーシア国政府は、第７次国家開発計画（1996～2000 年）以降、国家レベルで IT 振興

を図るべく、マルチメディア・スーパー・コリドー（MSC）計画を推進しており、高度情報

化社会の一大拠点を構築することで 2020 年までに先進国入りすることを目指している。こ

の計画推進のために、マレーシア国政府は、IT 及びマルチメディア関連のエンジニアを育成

する目的で、1999 年にマルチメディア大学(MMU)を設立した。将来の需要予測によると 2005

年には約 3 万人の IT 関連エンジニアが不足するとされており、また、首都クアラ・ルンプ

ールから離れた島嶼部のサバ州、サラワク州の人々に高等教育を受ける機会を与え、地域間

格差を是正する必要性も高まっている。  

このような背景の下で、マレーシア国政府はマルチメディア大学をハブサイトとし、地方

の5つの教育機関をリモートサイトとしたマルチメディアネットワーク教育体制確立を目的

として、わが国にプロジェクト方式技術協力（当時）を要請してきた。 

 これの要請を受け、JICA は 2000 年 3 月の事前調査団をはじめ同年 5月に第一次、同年 10

月に第二次、2001 年 1 月に第三次の短期調査員を派遣し、マルチメディア大学から地方 5箇

所のリモートサイト向けに衛星通信を使用して授業を発信する遠隔教育プロジェクトを立

ち上げるための調査および相手側との協議を行った。2001 年 4 月実施協議調査団を派遣し

R/D 署名・交換を行い、2001 年 7月 1日より 2005 年 6月 30 日までの期間で協力を開始した。 

プロジェクトの目標は以下のとおり； 

（１） 上位目標 

マルチメディアネットワーク教育システムがマレーシア国内外の工学・ＩＴ・マルチメ

ディア分野において他機関へ普及する。 

（２） プロジェクト目標 

MMU 及びリモートサイトにおいてマルチメディア･ネットワーク教育体制が確立される。 

（３） 成果 

１） マルチメディア大学及び各リモートサイトにおいて遠隔授業を行うシステムが構築さ

れる。  

２）マルチメディア大学及び各リモートサイトが提供するカリキュラムに沿った遠隔授業

が行われる。   

３）有効なマルチメディア教材が遠隔授業に活用される。  
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第２章 終了時評価の方法 

 

２－１ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

 

終了時評価はマレーシアと日本の評価チームによる合同評価として実施した。評価は 2001

年の実施協議の際に作成された Project Design Matrix (PDM) に沿って、PDM の指標となる

データおよび関連資料を収集し調査をおこない、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、イ

ンパクト、自立発展性）をもとに日本側が作成した評価結果案に基づき双方で協議した。 

（１） 主な調査項目 

１） 実績確認と実施プロセスの把握 

① 日本・マレーシア双方の投入、プロジェクト活動実績、プロジェクトの成果、プロ

ジェクト目標、上位目標の具体的な達成度合いを確認する。 

② 運営･管理状況、活動状況、カウンターパートへの技術移転方法を中心にプロジェク

ト協力期間中の実施プロセスについて把握する。 

 

２） 評価 5 項目による評価 

効果分析調査および上記 1）で確認されたプロジェクトの実績及び実績プロセスについ

て、以下の 5 つの観点（評価 5 項目）から評価を行なう。 

① 妥当性 

② 有効性 

③ 効率性 

④ インパクト 

⑤ 自立発展性 

 

３） 阻害･貢献要因の総合的検証 

プロジェクト目標及び成果の達成に貢献した要因及び達成を阻害した要因を調査・分析

する。 

 

（２） データ・情報 

- Record of Discussion 

- Minute of Meeting 

- PDM 

- Plan of Operations 

- Tentative Schedule of Implementation 

- Experts Reports 

- 各種報告書・議事録 

- 技術調査報告書 

- 効果分析調査報告書 
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２－２ 評価チームの構成 

 

日本側 

終了時評価調査団（第 1 章参照） 

・ 合田 ノゾム 

・ 岩田 彰 

・ 青木 勇司 

・ 原口 孝子 

・ 安田 智幸 

 

マレーシア側（特定の人物を指定しない） 

・ エネルギー水通信省 

・ 経済計画庁 

・ 人的資源省 

・ 高等教育省 
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第３章 評価結果 

 

３－１ プロジェクトの実績 

 

 ３－１－１ 投入実績 

 日本側投入 

 （１）専門家派遣 

 5 分野において延べ 8名の長期専門家が派遣された。また、延べ 24 名の短期専門家が派遣され

た（下表。名簿は添付資料１の Annex 10 参照）。 

 

長期専門家派遣実績 

番

号 

分野 派遣時期 

1 チーフアドバイザー 2001 年 10 月～2005 年 6 月 

2 業務調整 2001 年 7 月～2005 年 6 月 

3 無線・衛星系 2001 年 8 月～2002 年 8 月 

4 無線・衛星系 2002 年 8 月～2003 年 8 月 

5 無線・衛星系 2004 年 1 月～2005 年 6 月 

6 ネットワークシステム・技術マネージ

メント 

2002 年 1 月～2005 年 6 月 

7 マルチメディア教材ソフト開発 2002 年 5 月～2003 年 5 月 

8 マルチメディア教材ソフト開発 2003 年 5 月～2004 年 5 月 

 

短期専門家派遣実績（派遣年度別延べ人数） 

 年度 

分野 

2001 2002 2003 2004 2005 計 

Satellite and Wireless System 2 1    3 

Courseware Development 2 1    3 

Cyberlaw 2 1    3 

Satellite System Maintenance  1 2 2 4 9 

IT/AV System Maintenance  1 2 1  4 

AV and Satellite System 

Maintenance 

    1 1 

Tele-education Methodology     1 1 

計 6 5 4 3 6 24 

 

 （２）機材供与 

 衛星通信機器、コンピューター・ネットワーク機器、AV 機器等及びスペアパーツ、ソフトウェ
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アが供与された。本邦調達分および高額現地調達分の機器購入費総額は約 4億 6880 万円、現地活

動費による資機材購入・修理費用総額（修理のための人件費・送料等含む）は約 565 万円であっ

た（主要機材リストは添付資料１の Annex 12 参照）。 

 

 （３）研修員受入れ 

 合計 15 名のカウンターパートを受け入れた（名簿は添付資料１の Annex 11 参照）。 

 

  （４）現地活動費 

   総額 16,564,000 円を支出した（添付資料１の Annex13 参照）。  

 

 マレーシア側投入 

 （５）カウンターパート配置 

 ハブサイト、リモートサイトにて合計 35 名のカウンターパートが配置された。 

 ハブサイトである MMU サイバージャヤキャンパスでは、本プロジェクトの事務局として設置さ

れた Malaysia Multimedia Cooperation Centre（MMCC）のスタッフとして 21 名が配置された。

内訳は、プロジェクトダイレクター（MMU 副学長兼工学部学部長）副ダイレクター（工学部副学

部長）、アシスタントダイレクター、工学部または IT 学部教員（Lecturer）12 名（無線・衛星系

5名、ネットワークマネージメント 2名、コースウェア開発 3名、サイバー法 2名）、ラボ・エン

ジニア 3 名（2 回交代があり常時 1 名）、ラボ・オペレーター2 名（１回交代があり常時 1 名）で

あった。上記カウンターパートのうち、プロジェクト専任はアシスタントダイレクター、ラボ・

エンジニア及びラボ・オペレーターである（名簿は添付資料１の Annex8 参照）。 

 リモートサイトでは、MMU マラッカキャンパス 3名、PSDC ペナン 3名、TTC サバ 2名、ILP クア

ンタン 3、UNIMAS サラワク 3名の計 14 名が配置された。各サイトとも、1名が事務系、残りが技

術系である（名簿は添付資料１の Annex9 参照）。 

 

 （６）プロジェクト経費 

 衛星回線使用料、施設改修工事、家具調達、管理費等で計約 107 万リンギット（約 3170 万円1）

が支出された（詳細は添付資料１の Annex14 参照）。 

  

 （７）施設等 

 プロジェクト事務局、講義室、制御室等の施設が提供された。 

    

 ３－１－２ アウトプットの達成状況 

 （１）アウトプット１「遠隔授業が技術的に円滑に運用される」 

 NMES は、双方向衛星通信システムの上に、遠隔教育システムとして MPEG2 映像配信、テレビ会

議システム、遠隔教育アプリケーションの三システムが置かれている2。これらの構成機器は、衛

                                                  
1 各年の統制レートにて換算。 
2 MPEG2：動画圧縮技術：教師の映像・音声、黒板に書かれた文字等を高品質に伝送する機能。テレ

ビ会議システム：授業中のサテライト・モニター、生徒からの質問、回答機能、遠隔教育アプリケー

ション：教材リアルタイム配布機能等。 
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星・無線通信機器、AV 機器（映像、音声、制御切替装置等）、IT 関連機器（サーバー、PC、遠隔

教育アプリケーション等）に分類されている。 

 システムの構築状況をみると、NMES 送信システムは MMU サイバージャヤのハブサイトに、受信

システムは五つのリモートサイトに、それぞれ構築され、2002 年より運用されている。遠隔授業

は、上記のシステムそれぞれの機能を組み合わせ複合的に利用して実施され、一つのシステムで

は実現困難であった、高い臨場感、リアルタイムでの教材配信、Q&A による問題解決などが実現

されている。 

 プロジェクト前半期には通信の不安定さ、機器・ソフトウェアの動作不良等の問題があったが、

それらのほとんどは既に解決された3。遠隔授業アプリケーションにバグや教材配信の著しい遅延

等の問題がみられたことと、限られた通信帯域をより効率的に使用して映像、音声の伝送品質を

向上させる必要があったことから、2005年には MPEG44が導入され、同年6月以降の遠隔授業では、

MPEG2 及び上記アプリケーションにかわり教材等を送受信する予定となっている。これにより、

通信周波数帯域の節約と画質・音質向上が図られる。 

 初期には度々みられた衛星信号の途絶等による授業中断も 2004 年 6 月以降一度もなく、同時期

から 2005 年 4 月の間に、音声または画像の送信が短時間乱れることが授業中に 10 回未満あった

程度と報告されている。 

 障害復旧記録に基づいて 13 種のメンテナンスマニュアルが作成・改訂されている。技術移転に

より、カウンターパートはシステムの平常運用、点検のみならず、設定及び設置ができるように

なっており、評価時現在は、システムの運用は全てカウンターパートによって行われている。 

 

 （２）アウトプット２「MMU 及び／もしくは参加しているリモートサイトが提供するカリキュ

ラムに沿った遠隔授業が実施される」 

 MMU が作成したカリキュラムにもとづき、マレーシア政府が認定した正規の資格・学位を授与

する Bachelor of IT （BIT）、Diploma in IT （DIT）、Masters of Engineering in Microelectronics 

（MEM）の三種のコースにて NMES を使用した遠隔授業が行われている。これらのコースにてシス

テムを使用した時間は 2005 年 4 月までの時点で延べ 2,246 時間に及ぶ。また、計画当初は具体的

に予定されていなかったが、ハブサイトとリモートサイトを結んだ会議や短期コース・セミナー

にも NMES が活用されており、これらにおけるシステム使用時間は 836 時間であった。 

 

 

 

 

 

                                                  
3 主なシステム変更点は、衛星帯域拡張（リモートサイトからの上り回線を 128kbps から 170kbps へ拡

張、ハブサイトからの下り回線を 2Mbps から 2.6Mbps に拡張）、ノート PC の無線 LAN から有線 LAN
への変更、多地点接続装置（MCU）交換と上位機種導入、MCU モジュール導入、学生用 PC の Windows 
ME から Windows 2000 へのアップグレード、衛星通信システムへの UPS（無停電電源）及び電圧サー

ジ保安器の設置、アンテナ（副反射板等）の調整、MPEG4 導入、リモートサイトへのビデオプロジェ

クター及びスクリーンの導入、ISDN バックアップ回線（128kbps）設置等。 
4 MPEG4：MPEG2 より高性能な動画圧縮技術 
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年度別 NMES 使用時間（リモートサイト別） 

Site 

2002 

(Jul-Dec) 

2003 

(Jan-Dec) 

2004 

(Jan-Dec) 

2005 

(Jan-Apr) Total 

M'ca 113.50 173.50 314.05 98.50 699.55  

ILP 4.50 246.00 500.75 338.90 1,090.15  

TTC 4.50 249.00 500.75 338.90 1,093.15  

UNIMAS 8.00 24.50 12.00 2.00 46.50  

PSDC 59.50 58.00 32.00 3.00 152.50  

Total 190.00  751.00  1,359.55 781.30  3,081.85  

 出所 MMU 

 

 

年度別 NMES 使用時間（目的別） 

Purpose 

2002 

(Jul-Dec) 

2003 

(Jan-Dec) 

2004 

(Jan-Dec) 

2005 

(Jan-Apr) Total 

DIT 0.00 432.00 980.50 669.80 2,082.30 

BIT 23.00 8.00 8.00 0.00 39.00  

MEM 48.00 47.00 30.00 0.00 125.00  

Meetings/Seminars 119.00 264.00 341.05 111.50 835.55  

Total 190.00  751.00  1,359.55 781.30  3,081.85 

注  DIT=Diploma in Information Technologies、BIT= Bachelor of Information Technologies、
MEM= Masters of Engineering in Microelectronics 

出所 MMU 
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 システム使用時間の大きな部分を占めるのは DIT コースにおける遠隔授業の配信（TTC サバ及

び ILP クアンタン）であり、同コースの単位時間数（credit hours）のうち 70％が遠隔授業によ

るものである。MEM コースでは学生のほとんどが社会人であることから、授業は 17 時以降に行わ

れており、単位時間数の 10.5％が遠隔授業による。 

 遠隔授業の履修者数は、上記 3 コースにおいて合計 856 名であった。これは、当初計画された

人数（1,720 名）よりは少ないが、その理由は、教師の新規採用によって、遠隔授業が必要でな

くなったコースがあったこと、コースの政府による認定・許可が遅れたこと、等と説明されてい

る。もっとも、上記の人数に加え、セミナーや短期コースの参加者数は、少なくとも延べ 5,800

名に上ると推計されている。 

 

NMES を用いた遠隔授業の履修者数 

計   画 実   績 

コース 

実施サイト 人数 実施サイト 実施期間 

人

数

Diploma in IT 

(DIT) 

MMU Cyberjaya 

ILP、TTC、PSDC

240 MMU Cyberjaya

ILP、TTC 

2003 年 5 月～現

在 

106

Diploma in 

Telecommunications 

(DTE) 

MMU Cyberjaya 

ILP、TTC、PSDC

240 － － －

Bachelor in IT 

(BIT) 

MMU Cyberjaya 

MMU Melaka 

UNIMAS 

1,000 同左 2002 年 9～11 月＊ 

2002 年 10～12 月 

2003 年 2 月 

2004 年 7、8 月 

700

Masters of Engineering 

in Microelectronics 

(MEM) 

MMU Cyberjaya 

PSDC 

120 PSDC 2002 年 9 月～現

在 

50

Masters of Engineering 

in Telecommunications 

(MET) 

MMU Cyberjaya 

PSDC 

120 － － －

合計 1,720 856

注  ＊MMU サイバージャヤ及び MMU マラッカのみ。 
出所 MMU 

 

 （３）アウトプット３「遠隔授業が、有効なマルチメディア教材を活用し、受講生にとってわ

かりやすく行われる」 

 NMES のために特別に設計された、動画等を用いたマルチメディア教材ソフトウェアは作成され

ていない。上述したように、プロジェクトはシステムの不具合に対応することが最優先課題であ

り、システムが安定するまでは、教材開発に注力することが困難だった背景がある。同時に、動

画を多用した教材ソフトウェアは作成にもコスト・時間がかかり、一つ一つの科目で教材を作成・

更新するのは現実的ではないとの判断もあった。かわりに、対面授業で用いるものと同様の、テ

キストとスライドを中心とした講義資料が遠隔授業でも有効かつ実現可能と判断され、遠隔授業

の担当講師により随時作成・更新されている。当該学期の講義資料はウェブ上にアップロードさ
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れ、リモートサイトの学生が自由にダウンロードできるようになっている。過去の学期の講義資

料は、ハブサイトのサーバーに蓄積されている。 

 遠隔授業を担当する講師は全員、「コンテンツ開発タスクフォース」所属カウンターパートが実

施する研修を受講し、NMES 上で操作可能な講義資料の作成ノウハウを習得している。研修テキス

ト・参考資料として、同タスクフォースが作成した「コンテンツ開発ハンドブック」も活用され

ている。教材作成・配信の際には、著作権を侵害しないような注意も払われている。 

 遠隔授業を履修した学生の成績並びに、遠隔授業に対する担当講師及び学生の評価は、MMU に

よって随時モニタリングされている。モニタリング結果をみると、遠隔授業科目の成績は、ハブ

サイト（配信する講義を対面授業にて受講）とリモートサイトの学生間で同等か、または科目に

よってはリモートサイトの学生の方が高いケースもある。授業への出席率も、対面授業と遠隔授

業の間で特に差はみられない（※添付資料４の、MMU による評価レポート「summative updated」

参照）。 

 遠隔授業への満足度は、システム運用開始当初と比較して向上している。DIT コース（ディプ

ロマ過程）では、講師、学生ともに満足度はおおむね高い。しかし、MEM コース（修士課程）で

は、学生の満足度は高くはなく、依然として「対面授業の方がよい」との意見があるほか、画質、

音質のさらなる向上が望まれている5。 

  

 ３－１－３ プロジェクト目標の達成状況 

 プロジェクト目標「MMU 及びリモートサイトにおいてマルチメディアネットワーク教育システ

ムが確立される」 

 上述の通り、NMES は構築済みで、リモートサイトに向けて遠隔授業が実施されている。2005 年

４月には、DIT コースの第 1 期生 16 名（うち遠隔地での履修者は ILP7 名、TTC6 名）がコースを

修了した。対入学者比の修了率は、ILP で 70％、TTC で 46％と高いとはいえないが、これは遠隔

授業であるかどうかにかかわらず、及第が困難な科目があったからとの MMU の説明であった。リ

モートサイトに配信された授業を、ハブサイトにて対面形式で受講した MMU サイバージャヤキャ

ンパスの修了率（3 名修了）は 18％とのことである。 

 遠隔授業実施により、DIT コースの講師は MMU サイバージャヤキャンパスからリモートサイト

に出張する必要がなくなった。MEM コースではいまだに出張授業が一部行われており、その回数

は 1 学期に延べ 15 回程度とのことである。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
5 MMU からは、修士課程学生のほとんどは社会人であり、授業に求める水準がディプロマコース学生

より高い他、より自由な討議を望むとの説明があった。MMU は、遠隔授業での討議の自由度を高める

ために、学生一人一人にヘッドセットを提供する等の改善措置を取っている。 
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遠隔 DIT コース入学者・修了者数（2005 年 5 月時点） 

第 1 期生（2003 年入学） 第 2 期生（2004 年入学） 
場  所 

入学者数 修了者数 入学者数 修了者数 

MMU Cyberjaya 17 3 41 - 

ILP Kuantan 10 7 10 - 

TTC Sabah 13 6 15 - 

合計（うち遠隔） 40 （23） 16 （13） 66 （25） - 

注  MMU Cyberjaya の学生は、リモートサイトへ発信する授業を対面で履修。 
出所 MMU 

 

 ３－１－４ 上位目標及びスーパーゴールの達成状況 

 上位目標「マルチメディアネットワーク教育システムがマレーシア国内外の工学・IT・マルチ

メディア分野において他機関へ普及する」は協力終了後 5 年後、スーパーゴール「マレーシア国

内外において工学・IT・マルチメディア分野の人材が育成される」は同 5～10 年後に達成される

計画であり、評価時現在では未達成である。 

 

３－２ プロジェクトの実施プロセス 

 

   PDM 及び PO に記載された活動はほぼ全て計画通りに開始された。技術移転活動はプロジェク

ト期間中継続的に実施され、さらに、最終年には追加の技術移転が計画・実施された。この追加

技術移転計画は、①画質・音質の向上と通信周波数帯域の効率的使用のための MPEG4 の導入及び

②外部委託が不要なレベルのシステム保守技術の移転を目指し、学期の休みである 4～6月に集中

的に行われたものである。うち①は今回調査時には完了しており、6 月からの新学期に授業での

使用を開始する予定となっている。②については、プロジェクト初期より取り組む必要性が認識

されていたものの最終年に入ってからの実施となったため、プロジェクト終了予定時期までに必

要な技術移転を完了すべく、製造業者の技術者を短期専門家として集中的に派遣し、厳しいスケ

ジュールながら計画通り進行中とのことであった。 

 技術移転は専門家とカウンターパート共同でのシステム運用、専門家による座学・実習双方の

トレーニング及びカウンターパートの本邦研修を通し実施された。そのプロセスには特に問題は

見られない。カウンターパートも、技術移転には満足しているとコメントしている。 

 一方、機材設置プロセスには課題が残る。プロジェクト実施前に策定されたシステムの仕様が

曖昧であったこと、日本でも使用例の少ないアプリケーションが導入されたこと、機材据付業者

の業務範囲が限定的であったこと等から、据付後の初期運用時に多発した障害への対応が困難と

なった。結果的には、プロジェクト前半期における専門家の時間と労力のほとんどが障害対応（専

門家の当初業務範囲の対象外）に費やされることとなった。もっとも、このような状況下での長

期専門家とカウンターパートの努力は特筆すべきものであり、さらに、プロジェクト中盤以降の

技術調査団派遣、製造業者・据付業者技師の短期専門家としての派遣等により、終了時にはシス

テムの状態を満足できるレベルにまで引き上げることに成功した。 

 また、本プロジェクトでは「教育システム」としての達成目標が若干不明確な面があったが、

MMU が設置したコンテンツ開発タスクフォースが精力的に活動したこと、プロジェクト最終段階
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ではあるが日本から遠隔教育分野短期専門家を派遣したこと等により、この弱点を補った。 

   プロジェクトマネージメントは良好であった。合同調整委員会（JCC）は計三回開催され、プ

ロジェクト内の定例・技術ミーティングはほぼ毎週開催され、継続的なプロジェクト運営改善努

力がなされた。MMU からは、日本側とマレーシア側の連携はスムーズであったと報告されている。

MMU を中心とするマレーシア側のプロジェクトに対するオーナーシップは高く、プロジェクトの

モニタリング（学生成績や満足度評価を含む）とその結果のフィードバックを主体的に行った。

そこでは、MMU 工学部長（プロジェクトダイレクター）からのトップダウン的な指示系統とカウ

ンターパート各人の熱意によるボトムアップ的な努力の双方、さらには、マレーシア側のニーズ

に応えようとする専門家の真摯な姿勢がみられる。また、日本での研修が参加カウンターパート

の意欲を増大させたとのコメントも、当該カウンターパートから得られている。 

 

３－３ 評価 5 項目に照らした評価結果 

 

 各項目の評価結果は次の通りである。（1）妥当性：高い、（2）有効性：高い、（3）効率性：一

部問題はあるものの概ね高い、（4）インパクト：今後発現が期待されるが不確定要素もある、（5）

自立発展性：現行の規模での効果継続見込みは高いが、効果の波及には不確定要素もある。 

 

 ３－３－１ 妥当性 

 プロジェクト目標及び上位目標は、マレーシアでの開発政策と合致している。マレーシアでは、

第七次国家開発五ヵ年計画（1996～2000 年）、第八次五カ年計画（2001～2005 年）いずれにおい

ても、高度なナレッジワーカー（knowledge workers）の育成が重点目標として取り上げられてい

る。MSC のための人材需要も一貫して高い6。同時に、遠隔教育の促進も、人材育成規模の拡大及

び教育へのアクセスにおける地域間格差の是正の方法として目指されている。 

 日本側の政策との合致もみられる。MSC のための人材育成及び教育における ICT 活用にかかる

協力は、日本、マレーシア政府間の合意事項7であり、また、JICA の対マレーシア国別援助実施計

画でも、人材育成及び ICT 開発は優先度が高い。 

 個別リモートサイトのニーズをみると、本プロジェクト以外にディプロマ以上学位を取得でき

る高等教育機関が存在しないこと（クアンタン）や、MMU が授与する高等学位・資格へのニーズ

（サバ）、社会人の修士号へのニーズ（ペナン）等がみられ、プロジェクトはこれらに応えるもの

となっている。ただし、MMU マラッカキャンパスのように、教官の新規採用により、遠隔授業の

必要性がなくなった部分もある。 

 プロジェクトの戦略に関し、計画時文書によると、複数の遠隔授業のタイプ8のうち、上下とも

通信衛星を使用した「双方向・同期」型が選択されている。これは、最も先端的なタイプである

                                                  
6 MSC への進出企業数は、「2010 年までに 250 社」という、プロジェクト計画時の予測を大きく上回

り、2005 年 4 月 25 日時点で 972 社が操業中となっており、これら企業での人材需要の高さが推察され

る。 
7 1997 年の郵政大臣（当時）による訪マレーシア時の合意、2000 年の九州沖縄サミットや教育大臣会

合における合意等。 
8 プロジェクトドキュメントの当該記述では、一方向/双方向、同期/非同期の分類により四種類のタイ

プ分けがなされている。 
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が、そのメリット（遠隔地に対面授業と同じ環境を作る等）及び、当時の地上回線普及状況・通

信コストを勘案した結果、選択された。本プロジェクトの主眼は、新たなタイプの遠隔教育の確

立及び、地上回線が普及していない遠隔地域へも質の高い教育を提供することに置かれていたこ

とから、当時の選択は妥当だったと判断される。通信衛星を用いた双方向・同期型の遠隔授業・

会議に政府・民間双方で経験のある日本が技術協力を行ったことも、妥当と考えられる。 

 

 ３－３－２ 有効性 

 「３－１ プロジェクトの実績」に述べたように、通信衛星を用いた遠隔授業システムの構築・

運用実績（アウトプット）を積み重ねた結果、初代遠隔 DIT コース学生が 2005 年 4 月に対面授業

学生と遜色ない成績でコースを修了したこと、DIT コースでは MMU サイバージャヤキャンパスか

らリモートサイトへの教員の出張は不要となっていることから、「NMES 確立」というプロジェク

ト目標はまずは達成されたと判断される。実施過程で、動作不良により交換された機材やアプリ

ケーションがあるなど、一部アウトプットは現在のシステムには用いられていないが、それらも、

試行錯誤を経て最適なシステム環境を構築するためには必要な過程だったと考えられている。修

士課程や学士過程での遠隔授業実績は相対的に少ないが、NMES は、元々科目の一部を必要に応じ

遠隔授業にて実施する方針で構築されており、その意味では、修士課程においてはすでに NMES の

使用は定着している。学士過程については、現在はリモートサイトでの教員数が充足しているこ

とから、会議やセミナーを除いた遠隔授業の必要性は高くない。 

 有効性の促進要因として、良好な成績での遠隔 DIT 修了者の輩出には、遠隔授業の実施のみで

なく、遠隔授業を補完する、対面でのチュートリアルや補講（現地チューターが実施）、また、授

業時間外も教室で学生が予習復習・討議できる学習環境を提供したことが貢献していると考えら

れる。 

 有効性を阻害する要因としては、一部リモートサイトでの電圧の不安定さによる機器の不具合

や、技術移転を受けたカウンターパートの離職9が挙げられる。後者の問題については、頻繁な離

職はマレーシアでは一般的であることから完全に防ぐことは困難であるが、他のカウンターパー

トが専門家の助けを得ずに後任者を指導する技術を習得しているため、プロジェクトへの影響は

これまでのところは最小限にとどめられていると考えられる。 

  

 ３－３－３ 効率性 

   既に述べたように、アウトプットは計画通り産出された。実施された活動はいずれもアウトプ

ット算出に十分なものであったと判断される。 

 投入も、すべて活動の実施に用いられた。しかし、専門家派遣のタイミングには問題が指摘さ

れている。すなわち、プロジェクト初期より多くのシステム障害が発生し、これへの早期の対応

（短期専門家派遣等）がプロジェクトより要望されていたにもかかわらず、本格的な対応は中盤

以降となったことや、コースウェア開発専門家が、システムが不安定で教材開発に注力できるに

至らない時期に派遣されたこと10等がある。もっとも、後半期には集中的な追加投入が行われ、最

                                                  
9 ラボ・エンジニア 2 名、オペレーター1 名が離職。 
10 同専門家は、システム障害への対応に協力した他、当時のシステム環境上で利用可能な講義資料作

成のための指導を行っており、プロジェクトの前進には大きく貢献した。また、2005 年 5 月には、教

授法を指導する短期専門家が派遣され、本来の意味でのコンテンツ開発への協力がなされた。 
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終的には十分なアウトプット産出に至った。特に、製造業者・納入業者の技術者を派遣したこと

は、メンテナンス技術の移転に効果的であった。 

 なお、類似案件と比較して、投入に見合ったアウトプットであるかどうかを判断することはで

きなかった。これは、NMES がユニークなシステムであり、適当な比較対象が存在しないことによ

る。一方、当初計画より投入が増加したためアウトプット／投入比は計画より低くなっているが、

これは、本プロジェクトが実験的な性格を持っており、生じた問題の幾つか及びその解決に必要

な追加投入は計画段階で予見できなかったことで説明できる。 

 

 ３－３－４ インパクト 

 終了時評価時点では上位目標（NMES の他機関への普及）及びスーパーゴール（人材育成）は達

成されていない。上位目標に関しては、新規機関参入の具体的な計画はない。本プロジェクトに

より、NMES が遠隔授業の有効なツールであることは実証されたが、マレーシアの開発計画へのイ

ンパクト（人材育成への貢献）が発現するには、受益者拡大（遠隔授業の受信システム設置）の

ための追加投資が条件となる。なお、マレーシア側は、地上網通信を新たに組み合わせた NMES 拡

張計画を策定しており、その進展により上位目標、スーパーゴールの達成状況も変わってくると

考えられる。 

 一方、マレーシアの技術革新への影響はすでに認められる。マレーシアの遠隔教育のほとんど

が非同期（郵便、インターネット）である中、本プロジェクトは双方向映像・同期型遠隔授業を

実用化した初めてのケースとなった。マレーシア内外からの見学者（教育・科学技術関連機関、

政治家等）の多さにも、NMES への関心の高さがうかがえる。 

上位目標の達成のためには、NMES への参加機関を増加させるように政策面、予算面の基盤の確

保が必要であると考えられる。 

 

 ３－３－５ 自立発展性 

 （１）政策面 

 マレーシア政府（MEWC）は、NMES の継続を政策的に支援する他、機材の修理費用を負担するこ

とを表明している。また、MEWC 及び MMU は、NMES の拡張計画を策定している。同計画では、遠隔

地には本プロジェクトで構築された通信衛星ネットワークを用い、都市・準都市部には新たにブ

ロードバンド回線を用いた遠隔授業システムを構築する予定となっている他、将来的には ASEAN

諸国への普及も計画されている。また、日本を含む海外の大学との協力関係を構築しての、遠隔

授業のコンテンツ開発も計画されている。 

 

 （２）組織面 

 NMES の運用主体である MMU の組織能力は高い。これまでも、MMU は継続的なカリキュラム改善、

NMES 使用スケジュールの策定・調整、遠隔授業実施状況や学生の成績、満足度等のモニタリング

を主体的に行ってきた。本プロジェクト終了後も、MMU はプロジェクト事務局である MMCC を存続

させ、NMES の運用保守に、カウンターパート全員を引き続き配置する予定である。リモートサイ

トを含めたカウンターパート各人の技術レベルも MMU により把握・報告されている。 
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 （３）財政面 

 現行のシステムを運用保守していくための費用はマレーシア側により継続的に支出される予定

である。MMU は、年間の NMES 運用保守費用として 25 万リンギットの修理費（修理のための人件

費含む）及び 7 万米ドルの衛星回線使用料を見積っているが、これらは MMU の授業料収入にて回

収可能な額である11。ただし、上述の NMES 拡張計画における、衛星通信リモートサイトの増設及

びブロードバンド通信の導入にかかる費用が調達されるかどうかは確認できていない。 

 

 （４）技術面 

 技術面での自立発展性に問題はみられない。機材の維持管理状況は良好で、初期にみられた諸

問題も既に解決済みである。障害・故障への対応は迅速に行われており、さらに予備品も購入済

みで、遠隔授業を安定して実施するための体制が整えられている。また、2005 年に入ってからの

追加技術移転計画（「プロジェクトの実施プロセス」参照）により、サイバージャヤキャンパスの

カウンターパートは高い保守技術を習得済みで、さらに保守費用の節減にも貢献している。

                                                  
11 実際には、機材修理費は MEWC からの予算手当てが承認済みである。 
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第４章 結論および提言 

 

４－１ 結論 

  

 本プロジェクトは成功裏に実施され、その目標を達成したと結論付けられる。専門家及びカウ

ンターパートは、MEWC、JICA 他関係機関の支援の下、システムにかかる諸問題を克服し、対面授

業と遜色ない遠隔授業を実用化するに至った。成功に貢献した要因のうち、試行錯誤の過程を通

した柔軟なプロジェクトマネージメント、MMU の高い事業実施能力と遠隔授業の質向上のための

継続的な努力が特に高く評価できる。 

 本プロジェクトにより、NMES が効果的な遠隔授業ツールであることが実証された。今後、NMES

運用の継続・拡大により、質の高い教育を遠隔地に提供し、高度な技能を持った人材の育成に貢

献することが期待できる。 

 上記の評価結果を受けて、本プロジェクトは当初の予定通り 2005 年 6 月 30 日をもって終了す

ることを合意した。 

 

４－２ 提言 

 

 プロジェクトの効果を継続・発展させるために、以下の事項が望まれる。 

 

（１）新たに MPEG4 を組み込んでの NMES 実用は 2005 年 6 月の新学期に開始されるため、遠隔授

業の進捗と成果をモニタリングする。 

（２）修士課程学生を中心とした、利用者の遠隔授業への満足度を向上させるための努力を継

続・強化する。 

（３）NMES を用いた遠隔授業の受益者を増加させるための努力を継続・強化する。すなわち、

既存のコースにおける受講者数の増加及び新たなコースへの NMES 導入を図る。 

（４）カウンターパートの離職によるシステム運用保守技術の流失を防ぐための措置を検討する。

例えば、現在年間契約で雇用されているエンジニア、オペレーターの常用雇用、彼らへの

インセンティブ供与の他、離職の際は新規雇用者へ必要技術を移転するための体制整備等

が考えられる。 

（５）システム安定化に注力した結果取組みが開始されたばかりである、コースウェア開発、教

授法等の、遠隔授業の手法をさらに向上させる。 

（６）NMES への参加機関を増加させるための政策面、予算面の基盤を確保する。
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第５章 類似案件への参考 

４年間にわたる協力実施の過程では種々の困難に直面しながらもこれを克服して、前章までに

記述されたように全関係者の満足をもって本プロジェクトは終了を迎えることができる。 

しかしながら本プロジェクトの場合には、プロジェクト形成上に現れた幾つかの弱点が、その

後の協力実施の過程で軽視できない否定的な影響を及ぼしたと考えられた。本章では、本プロジ

ェクト形成段階でのそれらの問題を分析することにより、今後のプロジェクト形成における多少

とも普遍的な改善点となり得るものを抽出した。 

 

５－１ 本件形成段階での問題 

 

（１）プロジェクト実施過程で直面した諸困難 

プロジェクト実施過程では種々の困難に直面したが、そのうちでプロジェクト形成段階

での問題に起因すると考えられるものとして以下のものがあった。 

１）供与機材の統合されたシステムとしての低い品質・信頼性 

－ 衛星通信系の不安定。 

－ LiveSpiral のバグおよび機能不足。 

－ 電源関連工事を分担したマレーシア側の低い技術レベルによる悪影響。 

 

２）上述の不備改善・修復に関する納入業者との折衝上の非常な困難 

－ 納入業者は「契約範囲内でしか作業できない」ことを主張。 

－ 納入業者は「仕様書の規定内でのみ責任を負う」ことを主張。 

 

３）長期専門家への 業務指示（TOR） と現実の任務との乖離 

－ コンテンツ開発協力等に関して、MMU 側とのニーズ不一致による困難。 

－ 諸供与機材の故障修復は、本来の長期専門家の任務ではないにもかかわらず、こ

の面に没頭せざるを得ない状況が発生。 

－ 特に衛星通信系に関して、一般知識の技術移転と具体的故障修復対応という全く

異質の任務の混同。 

 

４）プロジェクト終了後の供与システムのメンテナンス方法・体制が不確定 

通常は、マレーシア側が適切な業者と保守契約を締結することによってメンテナンス

が実施されるが、本件においては保守契約費が高額過ぎてマレーシア側の負担能力を

超えるため実現できないままになっていた。 

 

 

（２）上述諸困難の原因と考えられる形成段階での問題 

１）供与機材選定上の問題 

－ ODA として供与する機材は、一般には十分な使用実績と信頼性が必要であるが、

本協力でどのような機材選定基準に基づいたかが不明。 
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－ さらには、「仕様書」の非常な曖昧さが悪影響。 

－ 一般的な技プロ供与機材のように比較的シンプルな場合と違い、本件のような複

雑な供与システムの場合は「マレーシア側による電源系工事実施」は（技術レベ

ル・質の確保という点において）問題。 

 

２）調達およびシステム構築工事契約上の問題 

－ 本プロジェクトでは、個々の供与機材は「物品購入契約」で調達されたのに対し

て、システム構築は「据付専門家」の派遣によって行われたために、総合的なシ

ステム建設の管理および責任の所在が不明の状態であった。 

－ 「仕様書」が極めて曖昧であったため、問題解決のための拠り所がなかった。 

      

３）プロジェクト基本内容の不明確さによる悪影響 

－ 本協力は機材供与が極めて重視されるものとなっていたため、「教育システム」と

しての深い検討が行われた形跡が殆どない。 

－ 長期専門家の担当事項として、諸機材やシステムの「運用・管理・メンテナンス」

という曖昧で誤解される余地のある内容が記述されているため、専門家のリクル

ートおよび着任後の問題が生じた。 

 

４）供与システム保守に関して、マレーシア側との事前折衝時の大きな手落ち 

－ 「供与システムの保守」という重要事項について、事前にマレーシア側と折衝し

た形跡がない。 

      

（３）今後の案件形成における教訓とすべき事項 

 

１）相手側の真のニーズを把握し、そこから出発する。 

 本プロジェクト形成に関する諸資料に共通していることは、「プロジェクトの背景」

等の項ではマレーシア側の MSC を目指す全般的状況や遠隔教育導入の必要性等につい

ては多くの記述があり、「プロジェクト計画」についても比較的詳しく述べられている

が、肝腎の「何故日本へ」・「何を日本へ」という内容は殆ど不明である。 

これは、相手側の要請の核心が不明であることを意味するものであり、このような前

提の上では適切なプロジェクトの形成は難しく、この点は改善されなければならない。 

 

２）大規模な機材供与を含む協力の取り扱い 

－ 本協力のように、高額で大規模かつ複雑な供与機材を含む協力の場合は「技プロ」

の形態、つまり「汎用タイプの物品や車両などを提供し、専門家がそれらを活用

して活動するもの」、はあまり適切とはいえない。むしろ「無償資金協力」型の形

態、つまり「仕様書の作成から動作確認・瑕疵担保責任まで含めた包括的な契約

による機材・システム等の供与」、が適していると考えられる。 

－ 供与システム構築のための契約形態も、機材納入およびシステム構築を含む包括

的契約が適していると考えられる。 
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－ 「無償資金協力」のような形態の場合には、機材の内容についても必然的に相手

側の要望も折り込まれるであろうし、保守契約等の問題が欠落する可能性も少な

い。 

－ 通常の「技プロ」として、供与機材をツールとした教育システムのための協力で

あったならば、プロジェクト形成段階の当初から中核的検討メンバーとして、衛

星システム関係の大学関係者の他に教育分野の有識者が加わっているべきであっ

た。 

 

３）供与機材選定および仕様書作成等 

－ ODA での供与機材の選定は、使用実績と信頼性・安定性を重視すべきである。特

に、本協力実施の背景として日本での SCS12の経験が強調されていたのであるから、

形成段階の当初から検討メンバーとして SCS 関係者等が加わっているべきであっ

た。 

－ 配信系ソフトの選定にあたっても、この観点から、より広く調査すべきであった。 

－ 仕様書作成に関しては、確かにこれだけ複雑な機材・システムについての仕様書

作成は相当難易度の高い作業であるが、「技術調査報告」（2003 年 9 月）等によれ

ば改善の余地があると考えられる。 

 

４）供与機材の保守方法について 

－ この点は本プロジェクト終了の直前まで問題となって残ったが、これは形成段階

において当然マレーシア側を含めて検討しておくべき事項だった。 

－ その場合にマレーシア側からの反発が出た可能性があるが、その折衝は避けて通

れないものであり先送りすべきものではない。逆に、それらの折衝に基づいて供

与シスムの基本内容を組み立てるべきであった。 

－ なお、システムの故障への対策のみならずハードウェアおよびソフトウェアの陳

腐化への対策についても形成段階で検討し、マレーシア側との合意をしておくべ

きであった。 

 

５－２ 今後の案件形成における留意点 

 

（１）協力実施（プロジェクト形成）可否判定のためのチェック・リストの導入 

プロジェクトの形成過程の最終段階であるプロジェクト形成承認段階に別紙のチェッ

ク・リストを導入することにより、重大な問題を含んだままでプロジェクトが形成される

ことは相当程度防ぐことができると考えられる。 

 なお、事前評価で作成される事業事前評価表は、本来このようなチェック・リストとし

ても機能すべき性質のものであるが必ずしも有効とはなってこなかった。将来これが改善

されることを期待しながらも、ここでは本チェック・リストを提案した。 

                                                  
12 SCS：Space Collaboration System：大学・研究機関の間で通信衛星を利用して映像・音声による

双方向通信を可能にする大学間ネットワークシステム 
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（２）供与機材の選定・仕様書作成・調達・設置工事契約面での改善 

１）供与機材の選定 

供与機材の選定にあたっては、基本的には十分な使用実績と信頼性を優先するとともに、

相手国側の要望を取り入れることができるよう極力工夫する。 

 

２）仕様書作成 

一般に仕様書作成はかなり高度な専門性を必要とするものであり、それぞれの内容に応

じて信頼できる機関等の協力を得る仕組みをつくる。もちろん、本件に関しても仕様書

作成を業者へ発注した経緯はあるが、基本事項が十分に規定されるように実態に即した

よりきめの細かい仕組みが必要である。 

 

３）調達・設置工事の契約形態 

「技プロ」では通常は、供与機材調達は「物品購入契約」によって行い、設置工事は現

地業者に発注するか「据付専門家」の派遣によって行われる。 

しかし、ある程度以上に複雑な供与システム等の場合は、総合的なシステム構築の管理

と責任の所在が明確になるよう、機材納入およびシステム構築を含む包括的契約を適用

できるようにする必要がある。 

（３）相手国からの「協力要請書（英文）」フォームの若干の改善 

相手国側ニーズの正確な把握の必要性は今後も引き続き最重要事項である。相手国から提

出される「協力要請書（英文）」の現行のフォームでは、主要な内容は “Background of the 

Project”および “Outline of the Project”の項目で記述するようになっており、「要請

の必要性（あるいはニーズ）」が必ずしも的確に表現されるようになっていない。 

したがって現行フォームの“Background of the Project”および “Outline of the Project”

の間に「要請の必要」を記述する項目を追加（例えば “Necessity of Technical 

Cooperation”等）すべきと考えられる。 
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別紙 

協力実施（プロジェクト形成）可否判定のためのチェック・リスト 

 

 

協力実施 

（プロジェクト形成）の要件 

 

内容 

 

根拠資料等 

 

要件 

成熟度

大局的必要性 

 

   

具体的理由 

 

   

 

 

要請 

理由 

要請内容の核心 

 

   

協力の中心内容 

 

    

協力 

内容 協力終了時の 

到達状態見通し 

   

協力内容の持続・ 

発展性 

    

持続・ 

発展性 実施機関 

 

   

機材がニーズに合

致している根拠 

   

相手側の機材使用 

習熟見通し 

   

 

 

供与 

機材 

協力終了後の相手

側の保守管理方針 

   

案件形成検討体制 

 

    

日本側

体制 国内支援体制 

 

   

 

注 「要件成熟度」欄の記号の意味 

     〇： 問題なし 

     △：一応問題ないが、プロジェクト開始後も常に注視しておく必要あり。 

     ×：今後明確な改善が確実となれば、プロジェクトを開始できる。 
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「要件」の意味付けと記入要領 

   

  要請理由（大局的必要性）： 

当該政府部門として日本政府に対して協力を要請するのであるから、それなりの大局的

な必要性が示されているはずであり、それを記述させる。 

  要請理由（具体的理由）： 

前項「大局的必要性」に基づいて、実際には幾つかのより具体的な要請理由が存在する

ので、それを記述させる。これは相手国側の直接的ニーズともいえるものであり、これ

が明確であるか否かによって、協力の実施可否判定が大きく左右される性格のものであ

る。 

  要請理由（要請内容の核心）： 

要請内容としては、通常は「協力内容」あるいは「プロジェクト概要」としてＰＤＭ等

に沿った形で記述されることが多く、その場合には、双方の協力結果として期待される

諸成果が表現されることになる。しかし、本項では要請理由をより厳密に把握する観点

から、「それらの中で特に日本側に期待することは何であるか」を記述させる。 

 

  協力の中心内容： 

「協力内容」は通常はＰＤＭ等に沿った形で記述されるが、ここではその中心内容を記

述させて、本協力の特徴を把握できるようにする。 

  協力終了時の到達状態見通し： 

「（日本側のプロジェクト形成関係者ではなく）相手側が、協力終了時にどのような状態

になっていることを希望しているか」について記述させる。この点は、相手の要請が「真

のニーズ」に基づいているかどうかを判断するための有力な材料となり得る。 

 

  協力内容の持続・発展性： 

協力終了後における協力内容の持続・発展性について、総合的経営・運営面からの相手

側の方針を記述させる。一般的に、協力開始段階でこの点の見通しについて未検討であ

ったり不明確であることが多く、かつ、プロジェクト実施の後半になってこの点が問題

化することが多いので、特にこの項を設けた。 

 

  実施機関： 

本協力のための新設組織か既存組織であるのか、本協力業務専担組織か複合業務所管組

織であるのか等を記述させる。当然、協力終了後の当該実施機関の持続性についても、

相手側の方針を記述させる。 

  機材がニーズに合致している根拠： 

供与機材が実際のニーズから大きくかけ離れているプロジェクトの事例が散見される。

したがって、本項を記述させることにより、極力この乖離を防ぐ。 

 

  相手側の供与機材等の使用習熟見通し： 

プロジェクト協力の本来の目的は、機材供与それ自体ではなく、それら機材を活用しな
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がら要請内容を実現することである。一方で、供与された機材の使用について相手側で

組織的習熟が図られることが不可欠であるにもかかわらず、プロジェクト形成段階でこ

の点が軽視されている事例が散見される。このため、本項でこの点の見通しを記述させ

る。 

 

  協力終了後の相手側の保守管理方針： 

この点が不明確であるため、殆どのプロジェクトの実施過程で重要な問題になるにもか

かわらず、これを防ぐためのプロジェクト形成段階でのノウハウが JICA 内に蓄積されて

いない。さらには、供与機材に関する業者とのかなり高額の保守管理契約費が予想され

るにもかかわらず、プロジェクト形成段階で日本側が相手側へ正確な情報を伝えなかっ

たため、問題が先送りされることも多い。したがって、本項を記述させることによりこ

れを防止する。 

 

  案件形成検討体制： 

プロジェクト実施の未経験者や当該分野の門外漢が中核となってプロジェクト形成作業

にあたり、かつ、専門的視点からのチェックも受けないまま通過することにより、日本

側の協力体制が極めて不適切な形で構成されることも散見される。このため、当該分野

の専門性を有する機関への諮問やチェック依頼等どのような体制で検討を行ったかを記

述させることにより、不適切なプロジェクト形成の可能性を少なくする。 

 

  国内支援体制： 

協力実施段階では合理的かつ実践的な国内支援体制が不可欠であり、具体的な構成見通

し等を記述させる。7 

その際、当該プロジェクトの内容や特徴に即した支援体制になっていることを明瞭にさ

せる。 

 

根拠資料等 

  日本側体制に関する事項以外は、根拠資料として極力相手国資料を示させる。 

以上 
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